
創業No.1

まちなか空き店舗活用事業補助

JR常磐線の市内各駅からおおむね1ｋｍ・ひたちBRT各停留所からおおむね
500ｍの範囲で、空き店舗、空き家を活用して出店する際や移動販売車を購
入して事業を始める際の経費の一部を補助します。

【補助率】1/3以内
【上 限】50万円(店舗面積30㎡以下)

100万円(店舗面積30㎡超え)
100万円(移動販売車)
30万円(２・３年目の事業継続店舗）

【加算金】定額10万円
(商店会に加入、経費負担がある場合)

・店舗改装費
・備品購入費
・広告宣伝費
・車両購入費
・家賃（事業継続店舗）

補助・支援内容 対象経費

街なかマイクロクリエイションオフィス入居者
支援補助
街なかマイクロクリエイションオフィスに入居する際の事務所開設経費の一
部を補助します。

1/2以内
・備品購入費
・電気通信設備工事費 等

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線487）【担当】中野、田所

〈申請先・問い合わせ先〉

補助率 対象経費

創業No.2
本社機能移転等促進事業
本社機能を移転・整備し、拡充する事業者に対し、奨励金を交付します。
※本制度の適用を受けると別に国の優遇制度（オフィス減税又は雇用促進税
制のどちらか）を受けることができます。

補助・支援内容 条件等

施設整備奨励金

【補助率】固定資産税・都市計画税相当額（3年）
【上 限】1億円/年

設備移設奨励金

【補助率】設備の移設経費の1/2（1回）
【上 限】2,500万円

雇用創出奨励金

【補助率】定額30万円/新規雇用した市民1人（３年間）
※40歳未満の従業員

【上 限】3,000万円/年

引越しに係る
委託料/請負費

対象経費

対象者：雇用時
に40歳未満の従
業員

企業立地（本社機能移転）No.5

日立創業支援ネットワーク事業
日本政策金融公庫、日立商工会議所、日立地区産業支援センター及び日立市
が連携して、創業をお考えの方、創業間もない事業者を支援します。

法人登録する際の登録免許税の優遇措置、信用保証協会による保証枠の拡
大を受けるための認定や、創業相談等を行います。

補助・支援内容

創業No.3

原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業
（通称：F補助金）
事業所等の新・増設に伴い、「電力契約」の新規・増加契約をし、かつ雇用
者が3人以上増加した場合、契約内容・支払い電気料金等により算出された
額の給付を受けられます。

電気料金の約40%をおおむね8年間交付
応募期間：年2回（4月及び10月）

・応募時に市の推薦が必要
・対象地域：旧十王町地区を
除く地域

・対象業種：原則、製造業

補助・支援内容 条件等

〈応募先〉

（一財）電源地域振興センター

〈推薦依頼先〉

産業立地推進課（内線445）
【担当】小田部

企業立地・設備投資No.4

先端設備等導入促進支援事業補助
先端設備等導入計画の認定を受けた事業者に対し、設備投資に係る経費の一
部を補助します。

補助・支援内容 対象経費

【補助率】1/2以内
【上 限】50万円

・設備購入費
・据付工事費
・運搬費 等

設備投資No.6

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線487）【担当】中野、田所

〈申請先・問い合わせ先〉

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線487）【担当】中野、田所

〈申請先・問い合わせ先〉

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線775）【担当】高岡、草野

〈申請先・問い合わせ先〉

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471）【担当】高岡、草野

〈申請先・問い合わせ先〉

人材育成No.25

研修訓練支援事業補助
従業員等の技能向上、スキルアップを目的とした研修、実技訓練、セミナー
受講、試験受験等に係る経費の一部を補助します。

【補助率】 1/2以内
【上 限】 40万円

・訓練、研修等の受講料
・講師謝金等

補助・支援内容 対象経費

商工振興課【TEL】0294-22-3111 (内線471、775) 【担当】草野、中村

〈申請先・問い合わせ先〉

雇用相談No.26

雇用センター多賀
日立市版ハローワーク「雇用センター多賀」において、無料の職業紹介を
行っています。

職業紹介のほか、地域就労コーディネーター（キャリアコンサルタント有資
格者）によるカウンセリング等の就労支援サービス、職員による職業相談・
紹介状の発行など。

補助・支援内容

雇用センター多賀（多賀市民プラザ１階）【TEL】 0294－35－1510

〈申請先・問い合わせ先〉

【担当】小川、宮村

雇用維持No.27

緊急雇用維持支援金
厚生労働省の「雇用調整助成金（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特
例）」または「緊急雇用安定助成金」を受給し、従業員を解雇していない本
市に事業所を有する中小企業に支援金を支給します。

商工振興課【TEL】0294-22-3111 （内線429） 【担当】山﨑、宮村

〈申請先・問い合わせ先〉

新型コロナウイルス感染症対応休業
支援金・給付金の1/6の金額
（最大4か月分）

新型コロナウイルス感染症対応休
業支援金・給付金の支給を受けた
市内の事業所に勤務する従業員

補助率 対象従業員

雇用維持No.28

休業者支援金
厚生労働省の「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」の支給
を受けた従業員に支援金を支給します。

商工振興課【TEL】0294-22-3111 （内線429） 【担当】山﨑、宮村

〈申請先・問い合わせ先〉

新たな市場への参入等を目的とした営業力を強化する事業の実施に必要とな
る経費の一部を補助します。

【補助率】基準額5万円＋1万円×対象従業員数
（最大15名）

【上 限】 20万円

雇用調整助成金または緊
急雇用安定助成金の対象
の従業員で、市内の事業
所に勤務する従業員

補助・支援内容 対象従業員

No.29

No.30

市内の事業所等に就職した高等学校等卒業者に祝金を交付します。

No.31

No.32

令和５年度日立市事業者支援制度一覧

各補助事業は先着順となります。（予算が無くなり次第終了）
お早めにお申し込みください。

専門家活用

専門家から、各種助成金の申請や、雇用する従業員のヘルスケア等の指導を
受けたときに必要となる経費の一部を補助します。

補助・支援内容 対象経費

【補助率】1/2以内
【上限】10万円（1社あたりの合計金額）

社会保険労務士、産業医、カウ
ンセラー等の専門家から受ける
指導や相談に要する経費

No.24

商工振興課【TEL】0294-22-3111 （内線429）【担当】山﨑、宮村

〈申請先・問合せ先〉

専門家活用推進事業補助

申請締切：R6/03/31

申請締切：R6/03/31

申請締切：R6/03/31

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28

競争力強化

営業力強化支援事業補助

申請締切：R5/12/28

補助・支援内容 対象経費

【補助率】2/3以内
【上 限】100万円

・展示会、商談会出展費
・HP等作成費
・営業人材確保費 等

令和５年７月より申請受付開始

高等学校等新規卒業者就職祝金

人材の確保や競争力の強化など、市内中小企業
の皆様の前向きな取組を後押しする支援メニュ
ーを揃えていますので、お気軽にご相談くださ
い。
｛問い合わせ｝0294-22-3111内線471,487,429
申請方法、募集期間などの補助制度の詳細は、
日立市ＨＰをご参照ください。

日立市 事業者支援メニュー

申請締切：R6/3/29

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471、775）【担当】中村、髙岡

〈申請先・問合せ先〉

３０万円
※支給は、お一人様１回限りです

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線429）【担当】牛島、山﨑

〈申請先・問合せ先〉

人材各日

住宅手当支給支援事業補助

申請締切：R6/3/29

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線429）【担当】牛島、山﨑

〈申請先・問合せ先〉

人材確保

従業員に住宅手当を支給している中小企業に対し、支給額の一部を補助しま
す。

【補助率】 10/10
【上 限】 36万円（3万円/月）

日立市内在住の従業員に
対して支給した住宅手当

補助・支援内容 対象経費

物価高騰の影響を受けた中小企業者等に対し、応援金を給付します。

物価高騰対応

物価高騰対策応援給付金

申請締切：R6/2/29

給付額 給付対象

１事業者当たり
10万円（定額）

・中小企業者
・医療施設、介護福祉施設、
障害者福祉施設又は幼児施設、
NPO法人 等

日立市物価高騰対策応援給付金申請窓口
日立市助川町1-1-1 1階 101会議室 (正面玄関左側)
【TEL】0294-22-3111（内線843、844）
【IP】050-5528-5027
【Eメール】shoko5@city.hitachi.lg.jp

〈申請先・問合せ先〉
詳細はこちら

交付額 交付対象者

市内外の高等学校等を卒業してか
ら、市内の事業所等で正社員とし
て就労を開始、継続して６カ月以

上就労している方



事業継承

事業承継支援事業補助
特例承継計画または経営力向上計画策定に基づく事業承継への取組や、
M&A等による事業引継ぎに係る経費の一部を補助します。

補助・支援内容 対象経費

【補助率】1/2以内
【上 限】50万円
【加算金】10万円×雇用を維持した従業員数

（上限50万円）※第三者承継時

弁護士、税理士、
専門家への報酬 等

競争力強化

特許技術取得事業補助

国内特許出願又は出願に係る審査請求に係る経費の一部を補助します。

補助・支援内容 対象経費

【補助率】1/2以内
【上 限】30万円

・出願及び審査請求に係る費用
・弁理士への報酬、手数料
・電子化手数料

事業継続・設備投資

事業継続力強化計画策定・推進支援事業補助

事業継続力強化計画の策定やその実践に要する経費の一部を補助します。

補助・支援内容 対象経費

【補助率】1/2以内
【上 限】150万円

・設備購入費
・据付工事費
・コンサル費 等

No.8

No.9

No.10

企業立地・設備投資No.7

産業立地促進事業

ＪＲ常磐線の市内各駅周辺の商業地域又は近隣商業地域で新たにオフィス用
の資産（土地・家屋・償却資産）を取得又は賃貸して事業を開始した事業者
に対し、奨励金を交付します。

●オフィス開設

補助・支援内容 条件等

オフィス開設促進奨励金

①賃借の場合
1) 改装費補助

【補助率】1/3以内
2) 家賃補助

【補助率】1/2以内（家賃１年間分）

②取得の場合
【補助額】
固定資産税・都市計画税相当額（3年）

雇用促進奨励金

新規雇用した市民1人につき30万円
（3年間※40歳未満の従業員）

【人員要件】
新たに整備するオフィス
に3人以上の配置

オフィス開設奨励金と雇
用促進奨励金を合算して、
限度額1,000万円/年

●店舗開設

補助・支援内容 条件等

ＪＲ常磐線の市内各駅周辺の商業地域又は近隣商業地域で新しく店舗用の資
産（土地・家屋・償却資産）を取得して事業を開始した事業者に対し、奨励
金を支給します。

店舗開設促進奨励金

【補助額】
固定資産税・都市計画税相当額（3年度）

商業雇用促進奨励金
新規雇用した市民1人につき30万円
（3年間※40歳未満の従業員）

店舗開設奨励金と雇用促
進奨励金を合算して、限
度額1,000万円/年

●工業立地

補助・支援内容 条件等

準工業地域、工業地域又は工業専用地域若しくは工業団地に工場等を新設、
増設又は設備の取得した事業者に対し、奨励金を交付します。

立地促進奨励金

【補助額】
固定資産税・都市計画税相当額（1～5年）

雇用促進奨励金
新規雇用した市民1人につき30万円
（3年間※40歳未満の従業員）

立地促進奨励金と雇用促
進奨励金を合算して、限
度額1億円/年

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線775）【担当】高岡、草野

〈申請先・問合せ先〉

競争力強化

国際認証等取得支援事業補助

ISO等の認証取得に係るコンサルティング経費の一部を補助します。

補助・支援内容 対象認証

【補助率】1/2以内
【上 限】50万円(国際認証)

20万円(国内認証)

【国際認証】ISO、HACCP、
ハラル認証、GGAP等

【国内認証】KES、ｴｺｽﾃｰｼﾞ、GI等

No.11

競争力強化

中核企業育成支援事業補助
関東経済産業局や（公財）日立地区産業支援センターによる伴走型支援事業
において抽出された課題を解決するために必要となる取組に要する経費の一
部を補助します。

補助・支援内容 対象経費

【補助率】1/2以内
【上 限】 100万円

伴走型支援事業において抽出された課
題の解決に必要な経費（専門家謝金、
委託料、人件費など）

No.12

脱炭素

脱炭素診断支援事業補助
省エネ診断などの専門家による脱炭素に係る診断、改善提案指導に要する経
費を補助します。

補助・支援内容 対象事業

【補助率】 10/10
【上 限】 3万円

エネルギー使用量の見える化など、
専門家による省エネ診断の受診

No.13

脱炭素

脱炭素設備導入促進事業補助
省エネ・再エネ関係設備など、脱炭素に資する設備の導入に要する経費の一
部を補助します。

補助・支援内容 対象経費

【補助率】1/2以内
【上 限】 100万円

専門家による省エネ診断等で助言・提
案を受けた設備の導入に係る経費

No.14

脱炭素

ゼロ・カーボン・アクション奨励金
脱炭素化へ貢献する優れた取組を行う事業者を表彰するとともに、奨励金を
交付します。

補助・支援内容 対象事業

【定額】10万円
工場や店舗等の省エネ化や、資源循環
に寄与する商品及びサービスの提供な
どの脱炭素化に資する取組

No.15

エネルギー価格高騰対応

エネルギー価格高騰対策事業支援金
エネルギー価格高騰の影響を受けた中小企業者又は医療施設・介護福祉施
設・障害者福祉施設・幼児施設を営む事業者に対して、支援金を交付します。

補助・支援内容 対象要件

【定額】15万円

①R３.１～R４.12の中の１か月間に市内の事業所等で
使用したエネルギー経費（電気代、ガス代）の額が
５万円以上であること

②①の月と同じ年の１か月と、その翌年又は翌々年
（R5まで）の同じ月の市内の事業所等で使用したエネ
ルギー経費を比較して25％以上増加していること

No.16

脱炭素

脱炭素経営相談窓口

補助・支援内容

・エネルギー利用量・ＣＯ２排出量の見える化支援
・省エネ設備導入や再エネ利用等の提案
・国県市の補助制度等の申請サポート など

No.17

日立地区産業支援センターにおいて、中小企業による自社の脱炭素化を進め
る取組などに対しての相談対応を実施します。

デジタル

中小企業デジタルトランスフォーメーション
促進事業

補助・支援内容

・専門家によるハンズオン支援（DX診断、ﾂｰﾙ導入支援）
・IT活用研究会（IT、DX担当者による研究会活動）
・IoT技術の実証実験環境の公開 など

No.18

日立地区産業支援センターにおいて、中小企業によるデジタル技術を活用し
た生産性向上、経営革新等を促進するための各種支援を実施します。商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471）【担当】中村、草野

〈申請先・問合せ先〉

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471）【担当】中村、高岡

〈申請先・問合せ先〉

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471、775）【担当】草野、高岡

〈申請先・問合せ先〉

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471、775）【担当】草野、高岡

〈申請先・問合せ先〉

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471、775）【担当】中村、草野

〈申請先・問合せ先〉

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471、775）【担当】高岡、中村

〈申請先・問合せ先〉

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471、775）【担当】高岡、中村

〈申請先・問合せ先〉

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471、775）【担当】高岡、中村

〈申請先・問合せ先〉

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471、775）【担当】高岡、草野

〈申請先・問合せ先〉

(公財)日立地区産業支援センター【TEL】0294-25-6121

〈申請先・問合せ先〉

(公財)日立地区産業支援センター【TEL】0294-25-6121

〈申請先・問合せ先〉

お問い合わせ>>> 〒317-8601 日立市助川町１-１-１日立市産業経済部商工振興課 【TEL】0294-22-3111（内線471・487・429・775）【FAX】0294-24-1713

国等の支援制度の拡充などにより、内容の変更や
実施時期が前後する場合があります。
申請方法、募集期間などの補助制度の詳細は、
日立市ＨＰをご参照ください。

日立市 事業者支援メニュー

テレワーク

テレワーク環境整備支援事業補助
市内の自宅やサテライトオフィス、ホテル等の施設を勤務の場所として従業
員にテレワーク勤務させるに当たり必要となる経費の一部を補助します。

補助・支援内容 対象経費

【補助率】1/2以内
【上限】 50万円

・テレワーク勤務手当
・施設使用料、賃借料
・機器装置等購入費等

No.20

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線471、775）【担当】高岡、草野

〈申請先・問合せ先〉

職場環境整備

働きやすい環境づくり支援事業補助
年齢、性別、国籍を問わず誰もが働きやすい職場環境の整備に係る経費の一
部を補助します。
※建物全体の建て替えを伴う場合は除きます。

補助・支援内容 対象経費

【補助率】1/2以内
【上 限】 75万円
【加算金】 25万円
（外国人労働者雇用に係る宿舎整備等）

バリアフリー工事費、インターン
シップ受入のための施設改修費、外
国人労働者を雇用するための宿舎改
修工事費 等

商工振興課【TEL】0294-22-3111 （内線429）【担当】山﨑、宮村

〈申請先・問合せ先〉

人材確保

UIJターン人材確保支援事業補助
日立市にUIJターンする市外在住の人材の雇用に係る経費の一部を補助しま
す。

補助・支援内容 対象経費

【補助率】1/2以内
【上 限】 50万円

・就職ｻｲﾄの掲載に係る経費
・説明会、面接会参加費
・住居手当、引っ越し費用等

No.22

商工振興課【TEL】0294-22-3111 （内線429）【担当】山﨑、宮村

〈申請先・問合せ先〉

働き方改革

働き方改革推進モデル企業奨励金
働き方改革推進に取り組むモデル事業者で、国の働き方改革に関する認定を
取得した取組に対し奨励金を支給します。

奨励金額 対象認定

20万円/社
えるぼし認定、プラチナくるみん認定、くる
みん認定、トライくるみん認定、ユースエー
ル認定、安全衛生優良企業認定、もにす認定

No.23

商工振興課【TEL】0294-22-3111 （内線429）【担当】山﨑、宮村

〈申請先・問合せ先〉

デジタル

キャッシュレス決済導入支援事業補助

補助・支援内容

No.19

キャッシュレス決済を導入する取組に係る経費の一部を補助します。

商工振興課【TEL】0294-22-3111（内線487）【担当】中野、田所

〈申請先・問合せ先〉

対象経費

【補助率】1/2以内
【上 限】５万円

・決済端末購入費
・汎用端末購入費
・レジスタ設置関係費用
・導入に伴うコンサル費用 等

申請締切：R6/03/31

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28

準備中

申請締切：R6/02/29

申請締切：R6/03/31

申請締切：R5/12/28

No.21

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28

申請締切：R5/12/28


